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特集テーマ： 

 

日系企業の中国地域統括本部の実務および活用(最終号) 

～事例 4 傘下事業会社のモニタリング体制構築～ 

 

前回に続き、日本法人A社の中国現法のモニタリング体制構築の事例を紹介する。 
 

事例4 傘下事業会社のモニタリング体制構築 
 

過去十数年に渡り、A社グループの頂点にある日本のホールディングカンパニーは中国現法の株式を

保有するとともに、定期的に子会社監査や内部統制のチェックを行う、いわゆる「日本本社主導のガ

バナンス体制」でやってきた。 

しかし、昨今海外子会社の不祥事が日本本社に甚大な影響を与えている中、A社は日本からの遠隔管

理に限界を感じ、上海で設立した地域統括本部にその統括機能の移管を検討し始めた。 

実務上、上海地域統括本部は、中国現法のコンプライアンス遵守状況をチェックする為に、各社か

ら最新の情報を提供してもらう必要がある。今まで日本からの資料要請に対し、「本社は要求するば

かりで、中国の現状や現地の苦労を全く分かっていない」と感じる担当者が多い中、歴史の浅い上海

地域統括本部は各社から「ヒト・モノ・カネ」に関する情報を入手することは決して容易ではない。 

そこで、地域統括本部の担当者は「セルフチェックシステム」を提案した。 

1. セルフチェックシステムの概要 

セルフチェックとは、中国現法が地域統括本部から提供されたアンケートに答えただけで、自社の

コンプライアンスリスクの評価点が分かる仕組みである。そのコンプライアンスリスクは①商事法

務、②労務コンプライアンス、③税務コンプライアンス、④外為・税関コンプライアンス、⑤会計・

財務の五領域に分けられ、一領域あたり10-15個のチェック項目がある。 

そして、できる限り担当者の本業に影響がないよう、「全ての質問への回答には約15分から20分か

かります、ご協力の程よろしくお願いします」等のメッセージを添え、情報収集者に配慮を示した。 

【図表1  アンケートサンプル】 
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2. 自己採点方式 

今まで中国現法の担当者が積極的に情報提供できなかったのは、提供した情報によって、日本本社

がどのように評価したか、そして、提案した事項および提起した問題に対しても日本本社から適切な

フィードバックがなかったことに起因すると考えられる。 

地域統轄本部の担当者は、アンケートの質問項目に対して予め選択できる回答項目を用意し、その

用意された回答をクリックするだけで、1-5点が自動表示されることになる。このような「自己採点方

式」は一方的な情報提供から、フィードバックのある双方の情報交換となるに留まらず、「どうして2

点ですか?」等の質問が増え、地域統轄本部と現法間のコミュニケーションツールにもなりつつある。 

 

3. コンプライアンス遵守状況の可視化と比較分析 

中国現法から回収したアンケートをレーダーチャートの形に示すことで、各社のコンプライアンス

状況の遵守状況が一目瞭然になる。 
 

【図表2 診断グラフサンプル】 

  湖北製造                     天津製造 

      
 

それぞれの評価点の基準は下記のとおりである。 

5 点：コンプライアンスは厳密的に遵守されている 

4 点：コンプライアンスを厳密に遵守されていないが、実務上容認されている 

3 点：実務上一般的な基準に満たされ、所轄機関から指摘されるリスクは低い程度 

2 点：コンプライアンスは遵守されておらず、調査された場合指摘される可能性がある 

1 点: 著しいコンプライアンス違反がある。 
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特に評価点が1点や2点の項目について、より詳細な資料および情報を入手し、直ちに改善・問題解

決案を提案することにした。 

 以上、本稿を含む全7回にわたり、日系企業の中国地域統括本部の歴史および現状、また、グループ

再編・出向社員・資金調達のための活用事例、さらには傘下企業のモニタリング体制構築などについ

て紹介してきた。中国で既に投資性公司や地域統括本部を設立、或は今後設立しようとする日本本社

の皆様にとって、少しでもヒントとなれば幸甚である 

 

以上 
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